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[ 図 1]
(57) Abstract: Disclosed i s a solenoid valve. In a solenoid section
(22) forming part o f a solenoid valve (10), a sleeve (40) i s provided
on the inner circumferential side of a bobbin (36) around which a
coil (34) i s wound. This sleeve (40) i s formed fixim magnetic materi

F I G. al and has a cylindrical section (46) and a flange section (48) formed
at the lower end o f the cylindrical section (46). A t the upper end o f
the cylindrical section (46), a tapered section (50) i s formed m which
the outer circumferential face i s recessed in the radially inward direc
tion. The tapered section (50) i s arranged facing and in close contact
with the outer circumferential face of a fixed core (38) such that the
magnetic flux density i n the tapered section (50) increases when the
solenoid section (22) i s excited.

(57) 要 約 ： 本 発 明 は 、 ソ レノ イ ドバ ル ブ に 関 す る もの
で あ り、 この ソ レノ イ ドバ ル ブ （1 0 ) を構 成 す る ソ
レノ ィ ド部 （2 2 ) に は 、 コイ ル （3 4 ) の 巻 回 され
た ポ ビ ン （3 6 ) の 内周 側 に ス リー ブ （4 0 ) が 設 け
られ る 。 この ス リー ブ （4 0 ) は 、 磁 性 材 料 か ら形 成
され 、 円 筒 部 （4 6 ) と、 該 円 筒 部 （4 6 ) の 下 端 に
形 成 され た フ ラ ン ジ部 （4 8 ) と を 有 し、 前 記 円 筒 部
( 4 6 ) の 上 端 に は 、 外 周 面 が 半 径 内 方 向 に 窪 ん だ 先

細 部 （5 0 ) が 形 成 され て い る 。 そ して 、 先 細 部 （5
0 ) が 、 固 定 鉄 心 （3 8 ) の 外 周 面 に 臨 ん で 密 着 す る
よ うに配 置 され 、 ソ レノ イ ド部 （2 2 ) が 励 磁 され た
際 に 、 先 細 部 （5 0 ) に お い て磁 束 密 度 が 増 加 す る。
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明 細 書

発明の名称 ：ソレノイ ドバルブ

技術分野

[0001 ] 本発明は、 ソレノイ ドの励磁作用下に変位する可動鉄心 を有 し、前記可動

鉄心の変位 によつて流体通路の連通状態を切 り換えるソレノィ ドバル ブに関

する。

背景技術

[0002] 従来か ら、例えば、特開平 9 — 2 1 0 2 4 0 号公報 に開示されるように、

圧力流体の流通する流体通路 に接続 され、前記圧力流体の流量を制御するた

めのソレノイ ドバル ブが用い られている。 このソレノイ ドバル ブは、巻回さ

れたコイルを有 したソレノィ ド部 を備え、前記 コイルに通電することによつ

て前記 ソレノィ ド部が励磁 され、弁体を吸引 して変位 させることにより流体

の流通状態を制御 している。上述 したようなソレノィ ドバル ブにおいては、

ソレノイ ド部 における励磁力を向上させ、それに伴 って、可動鉄心 に付与さ

れる吸引力をより一層増加させたいという要請がある。

発明の概要

[0003] 本発明の一般的な目的は、 ソレノイ ド部 における磁束密度 を増加させ、可

動鉄心の吸引力を向上させると共に、部品点数及び製造工程の削減 を図るこ

とが可能なソレノィ ドバル ブを提供することにある。

[0004] 本発明は、 ソレノィ ド部の励磁作用下に可動鉄心 を固定鉄心側へ と吸引す

ることにより、前記可動鉄心 と共に弁体を変位 させ、バル ブボデ ィに形成 さ

れた流体通路の連通状態を切 り換えるソレノィ ドバル ブにおいて、

前記 ソレノイ ド部 には、前記可動鉄心の外周側 に設けられ、磁性材料か ら

なる円筒状のチューブを備え、

前記固定鉄心側 となる前記チューブの端部 には、半径方向に薄 く形成 され

た絞 り部 と、前記チュ一プ内の気密を保持する封止部 とを有することを特徴

とする。



[0005] 本発明によれば、可動鉄心及び固定鉄心を有したソレノイド部を備えるソ

レノィドバルブにおいて、前記可動鉄心の外周側に円筒状のチューブを設け

、前記チュ一プにおける前記固定鉄心側となる端部に、半径方向に薄く形成

された絞り部を設けると共に、前記チュープ内の気密を保持可能な封止部を

設けている。

[0006] 従って、ソレノイド部を励磁させ磁気回路を構成する際、チューブの絞り

部において磁束密度を高めることができると共に、前記チューブを、磁性材

料から形成しているため、該チュ一プを非磁性材料から形成した場合に生じ

る磁気回路上における空間をなくすことができ、前記磁気回路の効率を向上

させることができる。その結果、ソレノイド部を励磁させた際における可動

鉄心の吸引力を増加させることが可能となる。

[0007] 添付した図面と協同する次の好適な実施の形態例の説明から、上記の目的及

び他の目的、特徴及び利点がより明らかになるであろう。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図1]図 1は、本発明の第 1の実施の形態に係るソレノィドバルブの全体断面

図である。

[図2]図2 は、図 1のソレノィドバルブにおけるソレノィド部近傍の拡大図で

ある。

[図3]図3 は、図 1のソレノィドバルブにおける弁開状態を示す全体断面図で

ある。

[図4]図4 は、本発明の第 2 の実施の形態に係るソレノィドバルブの全体断面

図である。

[図5]図 5 は、図4 のソレノィドバルブにおけるソレノィド部近傍の拡大図で

ある。

[図6]図6 は、図4 のソレノィドバルブにおける弁開状態を示す全体断面図で

ある。

発明を実施するための形態
[0009] 図 1 において、参照符号 1 0 は、本発明の第 1の実施の形態に係るソレノ



ィ ドバル ブを示す。

[001 0] この ソ レノイ ドバル ブ 1 0 は、 図 1 〜図 3 に示 され るように、圧力流体が

供給 排気 され る第 1 及び第 2 ポー ト （流体通路） 1 2 、 1 4 を有 するバル

プボデ ィ 1 6 と、環状 のシ一ル部材 1 8 を介 して前記バル ブボデ ィ 1 6 の上

部 に設 け られ、 ケ一シ ング 2 0 の内部 に収容 され るソ レノイ ド部 2 2 と、前

記 ソ レノィ ド部 2 の励磁作用下 に前記第 1 及び第 2 ポ一 卜1 2 、 1 4 の間

の連通状態 を相互 に切 り換 える弁体 2 4 とを含む。

[001 1] ノくル プボデ ィ 1 6 の一側面 には、外部 に向か って開 口 した第 1 ポ一 卜1 2

が設 け られ、配管等 を介 して図示 しない圧力流体供給源 に接続 され、該圧力

流体供給源 か ら圧力流体が供給 され る。一方、バル ブボデ ィ 1 6 の他側面 に

は、第 1 ポ一 卜1 2 に供給 された圧力流体 を外部へ と排 出する第 2 ポ一 卜1

4 が設 け られ る。

[001 2] また、 ノくリレブボデ ィ 1 6 の略中央部 には、第 1 及び第 2 ポ一 卜1 2 、 4

とそれぞれ連通する連通路 2 6 が形成 され、前記連通路 2 6 を通 じて前記第

ポ一 卜1 2 と第 2 ポ一 卜1 4 とが連通 している。 この連通路 2 6 の途 中に

は、弁座部 2 8 が設 け られ、該弁座部 2 8 は弁体 2 4 が当接 自在 に形成 され

る。

[001 3] さ らに、バル ブボデ ィ 1 6 の上部 には、弾性材料か らなるシール部材 （ス

卜ツバ） 1 8 が装着 され、後述するス リー プ 4 0 の フ ラ ンジ部 4 8 及びケ一

シ ング 2 0 との間に挟持 され る。 これ によ り、バル ブボデ ィ 1 6 とケ一シ ン

グ 2 0 との間を通 じた圧力流体の漏 出が防止 され る。 この シール部材 1 8 は

、バル ブボデ ィ 1 6 に臨む下面が略平面状 に形成 され、弁体 2 4 の弁開状態

において、該弁体 2 4 を保持するホル ダ 5 2 (後述 する）が当接 する （図 3

参照）。

[0014] ケ一シ ン グ 2 0 は、例 えば、樹脂製材料か ら有底筒状 に形成 され、 ソ レノ

ィ ド部 2 2 を上方か ら覆 うように装着 されている。 このケ一シ ング 2 0 の側

部 には、電流の供給 され る リー ド線 3 0 が接続 されている。 すなわち、有底

筒状 に形成 されたケ一シ ング 2 0 で ソ レノィ ド部 2 の上部及び側部 を覆 い



、 ケ一シ ング 2 0 の下部 に設 け られたバル ブボデ ィ 1 6 で下部 を覆 うことに

よ り、前記 ソ レノィ ド部 2 が外部 に露呈することがな く完全 に覆われた状

態 となる。

[001 5] ソ レノイ ド部 2 2 は、 ケ一シ ング 2 0 の内部 に配設 され、該ケ一シ ング 2

0 の内壁面 に当接 した フ レーム 3 と、前記 フ レーム 3 2 の内部 に設 け られ

コイル 3 4 の巻 回され るボ ビン 3 6 と、前記 フ レ一厶 3 2 に対 して保持 され

た固定鉄心 3 8 と、前記固定鉄心 3 8 と同軸上 に設 け られ るス リー プ （チ ュ

— プ） 4 0 と、前記 ス リー プ 4 0 の内部 に配設 され前記固定鉄心 3 8 か ら離

間する方向 （矢印 A 方 向） に付勢 され る可動鉄心 4 2 とか らなる。

[001 6] フ レーム 3 2 は、例 えば、金属製材料か らボ ビン 3 6 の上端部及び下端部

を取 り囲むように断面 U 字状 に形成 され、 ケ一シ ング 2 0 を介 して リー ド線

3 0 と電気的に接続 されている。

[001 7] ボ ビン 3 6 は、 その上端部及び下端部 に半径外方向に拡径 した一組の鍔部

4 4 a 、 4 4 b を備 え、前記鍔部 4 4 の間 にコイル 3 4 が巻 回されて保持 さ

れ る。

[001 8] 固定鉄心 3 8 は、例 えば、純鉄等の金属製材料か ら略円柱状 に形成 され、

ボ ビン 3 6 の内部 に揷通 されている。 そ して、 固定鉄心 3 8 の上端部 は、例

えば、溶接等 によって フ レー ム 3 2 に対 して連結 され、一方、前記固定鉄心

3 8 の下端部 は、該固定鉄心 3 8 の軸線 と直交する平面状 に形成 され る。

[001 9] ス リー プ 4 0 は、磁性材料か ら形成 され、 ボ ビン 3 6 の内周側 に設 け られ

る円筒部 4 6 と、該 円筒部 4 6 の下端部 に形成 され半径外方向に拡径 した フ

ラ ンジ部 4 8 とを備 え、前記 円筒部 4 6 が固定鉄心 3 8 側 （矢印 B 方 向）、

前記 フ ラ ンジ部 4 8 がバル ブボデ ィ 1 6 側 （矢印 A 方 向） となるように配置

され る。 なお、 ス リー プ 4 0 は、例 えば、略一定厚 さの板材 をプ レス成形 す

ることによって形成 され る。

[0020] 円筒部 4 6 は、 その一部 がボ ビン 3 6 の内周側 に揷通 され ると共 に、 その

内部 に可動鉄心 4 2 が変位 自在 に設 け られ る。 この 円筒部 4 6 は、 略一定の

内周径 で形成 され、 その内部 に揷通 され る可動鉄心 4 2 の外周面 との間に若



干のクリアランスを有 している。

[0021 ] また、円筒部 4 6 の上端部には、外周面が半径内方向に窪んだ先細部 （絞

り部） 5 0 が形成され、前記先細部 5 0 は、例えば、該先細部 5 0 以外の部

位に対 して約 1 / 3 の厚 さで形成されると共に、その内周面が固定鉄心 3 8

の下端部近傍に臨むように配設される。すなわち、ス リープ4 0 を構成する

円筒部 4 6 は、その先端部が他の部位 と比較 して薄 く形成される。 この先細

部 5 0 は、例えば、ス リープ4 0 をプレス成形する際に同時に形成される。

換言すれば、円筒部 4 6 は、先細部 5 0 の外周面のみが縮径 し、内周面は軸

方向 （矢印 A 、 B 方向）に沿 って略同一径で形成されている。

[0022] そ して、先細部 5 0 は、例えば、溶接等によってその内周面が固定鉄心 3

8 の外周面に対 して接合される。 これにより、ス リープ4 0 と固定鉄心 3 8

との間を通 じた流体の流通が遮断される。

[0023] なお、ス リープ4 0 は、固定鉄心 3 8 に対 して接合される場合に限定され

るものではな く、例えば、ス リープ4 0 の内周面に対 して前記固定鉄心 3 8

を軽圧入するように してもよい。すなわち、ス リープ4 0 と固定鉄心 3 8 と

の接続方法は、該ス リ一プ4 0 と固定鉄心 3 8 との間を通 じた流体の流通を

遮断できる方法であれば、特にその方法には限定されるものではない。

[0024] —方、 フランジ部 4 8 は、円筒部 4 6 に対 して略直角に折曲され、バルブ

ボデ ィ 1 6 に当接 してフレーム 3 2 との間に保持されている。

[0025] 可動鉄心 4 2 は、例えば、磁性材料か ら円柱状に形成され、その下端部に

は、弁体 2 4 を保持するホルダ 5 2 が装着されている。 このホルダ 5 2 は、

可動鉄心 4 2 の外周径より半径外方向に拡径 した中空状に形成され、前記可

動鉄心 4 2 の端面 との間に弁体 2 4 を挟持 して保持 している。 また、ホルダ

5 2 は、その外縁部がシール部材 1 8 に臨むように配置される。

[0026] 弁体 2 4 は、例えば、 ゴム等の弾性材料か ら円盤状に形成され、ホルダ 5

2 を介 して可動鉄心 4 2 の下端部に保持される。そ して、可動鉄心 4 2 の変

位作用下にバルブボデ ィ 1 6 の弁座部 2 8 に対 して着座自在に設けられる。

[0027] 可動鉄心 4 2 と固定鉄心 3 8 との間にはスプリング 5 4 が介装され、前記



スプ リング 5 4 の弾発力は、弁体 2 4 を含む可動鉄心 4 2 を弁座部 2 8 側 （

矢印 A 方向）に向かって付勢 している。

[0028] 本発明の第 1 の実施の形態に係 るソレノィ ドバル ブ 1 0 は、基本的には以

上のように構成 されるものであ り、次にその動作並びに作用効果について説

明する。なお、図 1 は、 コイル 3 4 に対 して通電がなされていない非励磁状

態にあ り、可動鉄心 4 2 がスプ リング 5 4 の弾発力によって弁座部 2 8 側 （

矢印 A 方向）へ と変位 し、弁体 2 4 が前記弁座部 2 8 に着座 して第 1 ポー ト

2 と第 2 ポ一 卜1 4 との連通が遮断されたオフ状態を示 している。

[0029] このようなオフ状態において、図示 しない電源 を付勢 してコイル 3 4 に通

電することにより該 コイル 3 4 が励磁 され、その励磁作用下によつて可動鉄

心 4 2 が固定鉄心 3 8 側 （矢印 B 方向）に吸引される。

[0030] この際、磁気回路は、 コイル 3 4 で生 じた磁気が、固定鉄心 3 8 、 フレー

厶 3 2 、ス リープ4 0 、可動鉄心 4 2 を通 って該固定鉄心 3 8 へ と再び戻る

ような閉回路で形成 されるが、薄板状 に形成 された前記ス リープ4 0 の先細

部 5 0 において磁束密度 を増加させ、それに伴 って、可動鉄心 4 2 側の磁束

密度 を増加させることができる。その結果、磁性材料か らなるス リープ4 0

を設け、磁気回路 を閉回路 と した場合でも、十分な可動鉄心 4 2 の吸引力が

得 られ、該可動鉄心 4 2 を固定鉄心 3 8 側へ と迅速に変位 させることができ

る。

[0031 ] また、ス リープ4 0 を磁性材料か ら形成 しているため、磁気回路上に非磁

性体を設けた場合のような空間部分が生 じることがな く、前記磁気回路の効

率 を向上させることが可能 とな り、前記可動鉄心 4 2 に付与される吸引力を

増加させることができる。

[0032] これにより、弁体 2 4 が弁座部 2 8 に対 して所定間隔離間 し、連通路 2 6

を通 じて第 1 ポ一 卜1 2 と第 2 ポ一 卜1 4 とが連通 したオ ン状態に切 り換わ

る。その結果、第 1 ポ一 卜1 2 か ら供給 された圧力流体が、弁体 2 4 と弁座

部 2 8 との間の間隙を通過 し、第 2 ポ一 卜1 4 を介 して図示 しない流体機器

へ と供給 される。



[0033] また、ホルダ 5 2 が、弁体 2 4 と共に上昇 し、その外縁部がシール部材 1

8 に対 して当接することによって軸方向に沿った上方 （矢印 B方向）への変

位が規制される。これにより、弁体 2 4 の開度が制御されると共に、シール

部材 1 8 が弾性材料から形成されているため弁開時における衝撃が吸収され

、該衝撃によって生 じる衝突音や当接による磨耗の発生が防止される。

[0034] 換言すれば、可動鉄心 4 2 は、その下端部に連結されたホルダ 5 2 がシ一

ル部材 1 8 に当接することで、固定鉄心 3 8 側 （矢印 B方向）への変位が規

制され、その上端部が前記固定鉄心 3 8 の下端部に対 して当接することがな

いため、前記固定鉄心 3 8 に当接 した際に懸念される衝突音の発生や摩耗の

発生を防止することが可能となる。すなわち、シール部材 1 8 は、バルプボ

ディ 1 6 とケ一シング2 0 との間の気密を保持するシール機能と、前記弁体

2 4 及び該弁体 2 4 の連結された可動鉄心 4 2 の上方 （矢印 B方向）への変

位量を制御するス トツバ機能とを兼ね備えている。

[0035] —方、コイル 3 4 に対する通電を停止 し、コイル 3 4 を含むソレノイ ド部

2 2 を非励磁状態とすることにより、可動鉄心 4 2 に対する吸引力が滅勢さ

れ、該可動鉄心 4 がスプリング5 4 の弾発力によつて弁座部 2 8 側 （矢印

A 方向）へと押圧される。そして、弁体 2 4 が弁座部 2 8 に対 して着座する

ことにより、第 1 ポ一 卜1 2 と第 2 ポ一 卜1 4 との連通が遮断されたオフ状

態となる。

[0036] 以上のように、第 1 の実施の形態では、ソレノィ ド部 2 を構成するスリ

—プ4 0 において、円筒部 4 6 の先端に先細部 5 0 を設け、部分的に薄 く形

成 して断面積を小さくすることにより、前記ソレノィ ド部 2 2 を励磁 した際

における磁束密度を高めることが可能となる。換言すれば、スリープ4 0 に

おける円筒部 4 6 を、部分的に先細状となるように絞ることにより、ソレノ

イ ド部 2 2 を励磁 した際における磁束密度を高めることができる。また、ス

リ一プ4 0 を、磁性材料から形成 しているため、該スリープ4 0 を非磁性材

料から形成 した場合に生 じる磁気回路上における空間をなくすことができ、

前記スリープ4 0 を含んで構成される磁気回路の効率を向上させることがで



きる。

[0037] その結果、 ソレノイ ド部 2 2 を励磁 させた際における可動鉄心 4 2 の吸引

力を増加させることができ、それに伴 って、前記可動鉄心 4 2 及び弁体 2 4

をより一層高速で変位させることが可能 となる。

[0038] また、磁性材料か らなるス リープ4 0 と、該ス リ一プ4 0 の内部に設けら

れ、該ス リープ4 0 と固定鉄心 3 8 との間を通 じた流体の流通を遮断するた

めの遮断部材 とをそれぞれ別個に設けていた従来技術に係るソレノィ ドバル

プと比較 し、単一のス リープ4 0 で対応することができるため、 ソレノイ ド

部 2 2 における部品点数の削減ができると共に、それに伴 って、 ソレノイ ド

ノくルプ 1 0 の製造工程を短縮することが可能 となる。

[0039] さ らに、ス リープ4 0 における先細部 5 0 が、固定鉄心 3 8 における下端

部の外周面に連結されているため、前記ス リープ4 0 の内部に進入 した流体

が前記固定鉄心 3 8 側 （矢印 B 方向）へ と流通することが確実に阻止され、

それに伴 って、前記流体がソレノィ ド部 2 2 を通 じてソレノィ ドバルブ 1 0

の外部へ と漏出することが阻止される。

[0040] また、 ソレノイ ド部 2 2 は、樹脂製材料か ら有底筒状に形成されたケ一シ

ング 2 0 で上部及び側部が覆われているため、固定鉄心 3 8 との間にシール

体を設ける必要がな く、部品点数を削減 して安価なソレノィ ドバルブ 1 0 を

構成できると共に、前記ソレノィ ド部 2 2 が収納されたケ一シング 2 0 の内

部の気密を維持することが可能である。

[0041 ] 次 に、第 2 の実施の形態に係るソレノイ ドバルブ 1 0 0 を図 4 〜図 6 に示

す。なお、上述 した第 1 の実施の形態に係るソレノィ ドバルブ 1 0 と同一の

構成要素には同一の参照符号を付 して、その詳細な説明を省略する。

[0042] この第 2 の実施の形態に係るソレノィ ドバルブ 1 0 0 では、 ソレノィ ド部

0 2 を構成するス リープ 1 0 4 を有底筒状に形成 し、該ス リープ 1 0 4 の

底壁部 （封止部） 1 0 6 を固定鉄心 3 8 に接合 している点で、第 1 の実施の

形態に係るソレノィ ドバルブ 1 0 と相違 している。

[0043] このス リープ 1 0 4 は、先端に先細部 5 0 を有 した円筒部 4 6 と、該円筒



部 4 6 の下端部に形成されるフランジ部 4 8 と、前記先細部 5 0 を覆うよう

に形成された円形状の底壁部 1 0 6 とを備える。底壁部 1 0 6 は、円筒部 4

6 の軸線と直交するように形成され、フランジ部 4 8 及び円筒部 4 6 におけ

る先細部 5 0 以外の部位と略同一の厚さで形成される。すなわち、スリープ

0 4 は、断面 U字状のカップ状に形成される。

[0044] そ して、スリープ 1 0 4 は、その底壁部 1 0 6 が固定鉄心 3 8 側 （矢印 B

方向）となるようにボビン3 6 の内部に揷通され、該固定鉄心 3 8 の下端面

と前記スリープ 1 0 4 の底壁部 1 0 6 とが、例えば、溶接等によって接合さ

れる。

[0045] また、スリープ 1 0 4 の内部には、可動鉄心 4 2 との間にスプリング5 4

が介装され、その弾発力によって前記可動鉄心 4 2 を弁座部 2 8 側 （矢印A

方向）に向かって付勢される。

[0046] 以上のように、第 2 の実施の形態では、スリープ 1 0 4 を有底筒状とし、

その底部を固定鉄心 3 8 の下端部に対 して一体的に接合することにより、該

スリープ 1 0 4 を含むソレノイ ド部 1 0 2 を励磁 した際における磁気特性の

低下を防止することができる。そのため、可動鉄心 4 2 に対する吸引力の低

下を抑制することが可能となる。また、ソレノイ ド部 1 0 2 を構成するスリ

—プ 1 0 4 において、円筒部 4 6 の先端に先細部 5 0 を設け、部分的に薄 く

形成 して断面積を小さくすることにより、前記ソレノィ ド部 1 0 2 を励磁 し

た際における磁束密度を高めることが可能となる。さらに、スリープ 1 0 4

を、磁性材料から形成 しているため、該スリープ 1 0 4 を非磁性材料から形

成 した場合に生 じる空間をなくすことができ、前記スリープ 1 0 4 を含んで

形成される磁気回路の効率を向上させることができる。

[0047] その結果、ソレノイ ド部 1 0 2 を励磁させた際における可動鉄心 4 2 の吸

引力を増加させることができ、それに伴って、前記可動鉄心 4 2 及び弁体 2

4 をより一層高速で変位させることが可能となる。

[0048] また、スリープ 1 0 4 が、固定鉄心 3 8 側に底壁部 1 0 6 を有 した有底筒

状に形成されているため、前記スリープ 1 0 4 を前記固定鉄心 3 8 に対 して



溶接等で接続する必要がな く、前記ス リープ 1 0 4 の内部に進入 した流体が

前記固定鉄心 3 8 側 （矢印 B方向）へ流通することを確実に阻止できる。す

なわち、溶接等の接続作業に要する工程を不要 とし、製造時間の短縮を図 り

つつ、流体がソレノィ ド部 1 0 2 を通 じてソレノィ ドバルブ 1 0 0 の外部へ

漏出することを容易に阻止することができる。

[0049] さらに、ス リープ 1 0 4 を有底筒状に形成することによって、固定鉄心 3

8 がバルブボデ ィ 1 6 を流通する圧力流体に触れることが防止される。その

ため、例えば、圧力流体が液体であ り固定鉄心 3 8 を純鉄で形成 した場合で

も、前記固定鉄心 3 8 の腐食を確実に阻止することができ、腐食防止を目的

としてステンレス鋼で前記固定鉄心 3 8 を形成する場合 と比較 し、製造コス

卜の削減を図ることが可能である。

[0050] なお、本発明に係るソレノイ ドバルブは、上述の実施の形態に限 らず、本

発明の要旨を逸脱することな く、種々の構成を採 り得ることはもちろんであ

る。



請求の範囲

[ 請求項 1] ソ レノィ ド部 （2 2 、 0 2 ) の励磁作用下に可動鉄心 （4 2 ) を

固定鉄心 （3 8 ) 側へ と吸引することによ り、前記可動鉄心 （4 2 )

と共 に弁体 （2 4 ) を変位 させ、バル ブボデ ィ （1 6 ) に形成 された

流体通路 （1 2 、 1 4 ) の連通状態 を切 り換 えるソ レノィ ドバル ブ （

1 0 、 1 0 0 ) において、

前記 ソ レノィ ド部 （2 2 、 0 2 ) には、前記可動鉄心 （4 2 ) の

外周側 に設 け られ、磁性材料か らなる円筒状のチューブ （4 0 、 1 0

4 ) を備 え、

前記固定鉄心 （3 8 ) 側 となる前記チューブ （4 0 、 1 0 4 ) の端

部 には、半径方向に薄 く形成 された絞 り部 （5 0 ) と、前記チュ一プ

( 4 0 、 0 4 ) 内の気密 を保持する封止部 とを有することを特徴 と

するソ レノィ ドバル ブ。

[ 請求項 2] 請求項 1記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記絞 り部 （5 0 ) は、前記チューブ （4 0 、 0 4 ) の外周面が

内周方向に窪んで形成 されることを特徴 とするソ レノィ ドバル ブ。

[ 請求項 3] 請求項 1記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記封止部 は、前記固定鉄心 （3 8 ) に対 して接続 された前記絞 り

部 （5 0 ) であることを特徴 とするソ レノィ ドバル ブ。

[ 請求項 4] 請求項 1記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記封止部 は、前記固定鉄心 （3 8 ) に臨み、前記絞 り部 （5 0 )

に接合 される底壁部 （1 0 6 ) であることを特徴 とするソ レノィ ドバ

ル プ。

[ 請求項 5] 請求項 4 記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記チューブ （1 0 4 ) は、前記底壁部 （1 0 6 ) を有 した有底筒

状 に形成 されることを特徴 とするソ レノィ ドバル ブ。

[ 請求項 6] 請求項 1記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記封止部 は、前記固定鉄心 （3 8 ) に対 して溶接で接続 されるこ



とを特徴 とするソ レノィ ドバル ブ。

[ 請求項7] 請求項 1 記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記絞 り部 （5 0 ) は、前記チューブ （4 0 、 0 4 ) と共 にプ レ

ス成形 によって形成 されることを特徴 とするソ レノィ ドバル ブ。

[ 請求項8] 請求項 1 記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記チューブ （4 0 、 0 4 ) は、前記可動鉄心 （4 2 ) を覆 うよ

うに設 け られることを特徴 とするソ レノィ ドバル ブ。

[ 請求項 9] 請求項 1 記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記固定鉄心 （3 8 ) は、純鉄で形成 されることを特徴 とするソ レ

ノィ ドバル ブ。

[ 請求項 10] 請求項 1 記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記 ソ レノィ ド部 （1 0 2 ) は、樹脂製材料か ら形成 されたケ一シ

ング （2 0 ) で覆われることを特徴 とするソ レノィ ドバル ブ。

[ 請求項 11] 請求項 1 記載のソ レノィ ドバル ブにおいて、

前記弁体 （2 4 ) は、前記可動鉄心 （4 2 ) の端部 にホル ダ （5 2

) を介 して設 け られ、前記ホル ダ （5 2 ) は、前記弁体 （2 4 ) が前

記固定鉄心 （3 8 ) 側 に移動 した弁開時において、弾性材料か らな り

前記バル ブボデ ィ （1 6 ) に設 け られたス トッパ （1 8 ) に当接する

ことを特徴 とするソ レノィ ドバル ブ。
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